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【岩手県】 

１人１台端末の利活用に係る計画 

 

１．１人１台端末を始めとするICT環境によって実現を目指す学びの姿 

 中央教育審議会答申「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たち

の可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」（令和３年１月）に

おいて示されている「個別最適な学び」と「協働的な学び」について、以下の学びの姿

を目指すとともにそれぞれの学びを一体的に充実し、「主体的・対話的で深い学び」の

実現に向けた授業改善に取り組む。 

⑴ 個別最適な学び 

学習指導要領に示されているように、指導方法や指導体制の工夫改善により「個に

応じた指導の充実を図る。また、ＩＣＴ環境の活用、少人数によるきめ細かな指導体

制の整備を進め、「主体的・対話的で深い学び」を実現することにより、自らの学習

の状況を把握し、主体的に学習に取り組むことができる児童生徒を育成する。 

⑵ 協働的な学び 

探究的な学習や体験活動等を通じ、児童生徒同士で、あるいは多様な他者と協働し

ながら、自ら問題を発見して課題を設定し、解決していく児童生徒を育成する。 

 

２．GIGA第１期（令和５年度まで）の総括 

端末の整備については、先行的に活用していた事例を参考に進めた。 

通信ネットワークの整備に関しては、整備済みの「いわて教育情報ネットワーク」の

高速通信化を図り、教室への無線LANの整備を行った。特別教室に対しては可搬型アクセ

スポイントやホームルータを追加で配備し、ネットワーク環境の充実を図った。 

授業における活用のために、OS標準のソフトウェアを学習用ツールとして整備し、教

育活動全般での活用が見られた。一方で、授業においては、OS標準のソフトウェアでは

効果的な活用が進まず、「個別最適な学び」「協働的な学び」の双方の充実に端末を活

かしきれなかった。このような課題を解決するため、令和５年度から試験的に協働学習

ツールを導入し、授業での活用が進んでいるところであり、令和７年度以降は本格的に

運用する。 

特別支援学校においては、児童生徒の実態に即したアプリケーションを各学校で適切

に選択しながら活用することができ、実践例の蓄積と情報発信も行ってきた。 

 

３．１人１台端末の利活用方策 

 端末の更新に当たり、各学校及び関係各課が情報共有を図りながら更新作業を進める。

ＧＩＧＡスクール運営支援センターの適切な支援を含め、児童生徒にとって充実した１

人１台端末の環境を維持していく。 

ＩＣＴ環境の充実を前提としながら、効果的な活用に向けて、以下の２点について重

点的に取り組む。 
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⑴ 研修や情報発信の充実 

対象16校においては、校内研修等で１人１台端末の活用を推進してきた。 

一方、学校内でも教員による活用の差が見られることから、今後は教員の習熟度に

応じた研修の機会を設けるなどさらに推進を図っていく。 

また、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実させるためには、１

人１台端末の活用場面を限定しない授業をつくる必要があり、その理解を促す必要が

ある。今後もＧＩＧＡスクール運営支援センターによる実践例の収集と発信により効

果的な利活用についての情報共有を図る。 

加えて、岩手県学校教育ＤＸ・学力育成協議会及びその下部組織である学校教育Ｄ

Ｘ推進ワーキンググループにおいて、１人１台端末の効果的な活用を推進するよう、

具体的な取組を協議し策定する。 

⑵ 誰一人取り残さない児童生徒の学びを保障 

不登校児童生徒、別室登校児童生徒、日本語指導が必要な児童生徒及び障がいのあ

る児童生徒等、いわゆる個に応じた指導が必要な児童生徒に対し、１人１台端末の活

用により、学びの機会と質の向上を図る。 

具体的にはオンラインでの教育相談、授業のライブ・アーカイブ配信、読み上げ教

材の活用等が考えられる。 

また、児童生徒の特性に応じ、入出力装置やデジタル教材の整備を継続し、学習効

果を高めることにも努める。 

 

４．今後の計画 

  令和６年度から情報収集等を行っている上記の重点的取組事項について、ＧＩＧＡス

クール運営支援センターによるホームページにおいて、県立学校のみならず、公立小・

中・義務教育学校に対して情報発信する。 

  研修に関わる事項については、ＧＩＧＡスクール運営支援センターにより令和６年度

からニーズに応じた研修コンテンツの整備を進めており、従来の研修内容と併せて習熟

度に合わせた研修を実施する。令和７年度以降、総合教育センターの研修内容との連携

についても検討を進め、統合的・体系的に研修を位置づける。 

  また、これまでの課題やこれから解決する必要がある課題は、児童生徒の１人１台端

末の利活用がなくては解決できないものである。今回整備する端末の更新が必要となる

時期（５年後を予定）に、確実に更新し、児童生徒の学びに空白が生まれないようにし

たい。 

 

 


